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は じめ に

大戦後の中国綿紡織業の中心的存在であった中国紡織建設公司(以 下,

中紡公司)に 関 しては従来から,国 民党政権下の 「官僚資本」の最も顕著

な代表例の一つであった とする見解がある。この見解においては,「官僚資

本」 としての中紡公司は政府に従属 ・癒着 した特権的独占的な国営企業で

あり,「民族 ブルジョアジー」の経営活動を抑圧 しその発展を阻害した こと

が強調 され,全 体 としてそれは腐敗した否定的 な存在 として見なされた1)。

こ うした中紡公司像は中紡公司の活動についての実証分析に基づいて引出

された見解 とい うよりも,中 国共産党のいわゆ る 「官僚資本」論をかな り

機械的に中紡公司にあてはめた政治的主張とい う感じが強い。

中紡公司を国家(政 府)あ るいは民間企業(「 民族資本」企業)と の関連

でみた場合,従 来の中紡公司論においては以下のような特徴的傾向がみら

れるように思われる。すなわち,第 一に中紡公司を国家(政 府)と 一体視
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する傾向である。つ まり,政 府官僚が国営 としての中紡公司を公的に も私

的に も支配 し,政 府当局 と中紡公司は利害を全 く共有 した一体的な関係に

あることが強調された。両者の利害の共有性,一 ・体性は重要な側面である

が,そ れが一面的に強調される結果,政 府当局 と中紡公司とのあいだの矛

盾 ・摩擦の側面は全 く視野の外におかれる傾向がみ られた。第二に,中 紡

公司 と民間の紡織企業 とを極めて対立的に把握する傾向である(こ れは第

一点を前提にすれぽ政府 と民間企業 との矛盾対立 と同義である)。両者はあ

たかも,そ の 目標 ・利害が全 く対立 してお り,独 占的で特権的な中紡公司

が 「民族資本」企業 を一方的に抑圧,排 除 したかの ように描かれる。 この

結果,両 者が紡織企業 として直面 していた共通の 目標 ・課題や相互依存的

協調的な面が無視 される。 こうした特徴的傾向を もつ見解は政府=中 紡公

司 と民間企業(「 民族資本」)と の二者対抗的な関係を極めて強調するもの

となっている。

本稿では,従 来主張 されてきた この二者対抗説を批判的に検討しつつ,

中紡公司の経営活動 を民営企業および政府当局とのかかわ りで検討 し,従

来の中紡公司像 とはやや違 った視角から中紡公司の経営活動の位置づけを

試みてみたい2}。

以上,本 稿の課題 を設定したが,研 究史からすればこうした課題はほと

ん ど未開拓であり,い まだ史料上の制約 も大 きく,従 って本格的な実証的

検討は将来の課題 とせざるをえない。

1戦 後の国民政府の綿紡織業政策

日中戦争が終結 したのち,国 民政府の綿紡織業政策は大 きく変化 した。

その変化は二つの面 に示される。一つは戦争期の綿紡織業にたいする全面

的な統制政策が1945年11月 に最終的に解除され,同 月に成立 した経済部

紡織事業管理委員会の指導の下で原則 として民間企業の自由な経営活動が

容認 され るに至 った ことである。 もう一つは戦後の紡織業は原則 として民
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営 とするとしつつ も,一 時的な代行措置 として旧在華紡工場を新設の国営

の中紡公司に単独で経営させた ことである。

戦後の国民政府経済部の綿紡織業政策をその統制の度合いから区分する

と以下の四つの時期に分けられる。第一期は1945年11月15日 から46年

8月 までで原則 として統制のない時期である。ただし,こ の間1946年3月

3日 までは外国為替市場が閉鎖されてお り,正 常の輸出入貿易はかなり制

約を受けていた点は留意 しておかなけれぽならない。3月4日 に政府当局

は1米 ドル=2020元 の新公定 レー ト(従 来の公 定 レー トは1米 ドル=20

元)で 外国為替市場を再開し,正 常な輸出入取引の条件が整備された3)。

第二期は1946年8月 から47年6月 まで。この時期は経済部紡織事業委

員会の下で綿糸布の購入販売 と綿花輸出入に一定 の統制が課されるように

なった。すなわち,ま ず7月 に綿糸布の輸出が原則 として禁止されたのを

受けて,8月 に綿糸の価格統制 と配給販売が部分的に開始 され(綿 布は10

月から),9月 には上海製綿糸の他都市への輸送販売が禁止された。当時,

上海製綿糸は全国の生産量の約半分を占めていたが,綿 糸価格は上海より

地方のほ うが高いので綿糸は上海から流出 し,そ の結果,品 不足から上海

の綿糸価格は一層高騰 していたのである。8月 と9月 の政策措置はまず上

海での綿糸布 とくに綿糸のインフレの加速を抑制す るためのものであっ

た。さらに11月 には綿花輸入が 自由取引から許可制 となった。1947年1月

初には従来の綿糸布の協議価格による配給販売制 度が廃止され,企 業が外

国綿花で生産 した綿糸布の半分を政府当局が収購する制度が開始された。

この収購政策はまず上海の紡績企業で,の ちに他のすべての紡績企業で実

施 されること,政 府の収購価格は企業が コス トに20%の 法定利潤を加えて

決めることが規定 されだ)。 企業経営の核心であ る利潤を部分的なが ら政

府が直接統制 してい く指向が現れた点で注目され る。政府が収購 した綿花

は中紡公司に委託 して臨機に配給販売させ ることになった。2月 には外国

綿花の輸入割当て配給制度が始められた。 こうして綿花,綿 糸布に対する

政府の統制は しだいに拡大強化 された。
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第三期は1947年6月 から12月 まで。この時期は従来の紡織事業管理委

員会が廃止され,代 わ って経済部の下に紡織事業調節委員会が新設 された。

この機関の指導下で綿糸布の連合配給販売が再び実施 された。今回は1946

年のそれよりも統制 範囲が格段 に広 くな り,そ の対象 となる綿糸は各企業

が国内で調達 した綿花か ら紡いだ綿糸を除いて,① アンラ(UNRRA,国

連善後救済総署)に よる配給綿花から紡いだ綿糸の半分,②1947年 第一季

(1-3月)の 輸入綿花で代理紡績 した綿糸の半分,③ 同年第二季(4-

6月)の 輸入綿花で代理紡績 した綿糸の全部であ り,こ れらをすぺて中紡

公司に引渡し調節委員会の 「協議価格」に基づ き配給販売することが規定

された5)。同時に第二季以降の輸入綿花およびアンラの配給綿花はすべて

政府が紡績企業に代理紡績,代 理紡織 させること,そ の際に企業は工賃 コ

ス トを除き20%の 合法利潤を得 られることが決定 された。こうして輸入綿

花に対するほぼ全面的な統制が実施 され生産 された綿糸の約70%を 政府

が掌握するに至 った6)。こうした統制の強化の一方で,従 来上海か ら他市へ

の綿糸の運送販売が厳 しく制限されていたのが6月 以後緩和 され,ま た10

月には輸出振興策 と民間の強い要望により綿紡織製品の輸出禁止が解除 さ

れた。

第四期は1948年1月 以後の綿紡織業に対する全面的統制期である。従来

の紡織事業調節委員会に代わって綿花綿糸布管理委員会が経済部の下に設

立 され,原 料,生 産,販 売,消 費に至るまで管理委員会が全面的に統制 し

た。すなわち,従 来統制外にあった国産綿花を含めすべての綿花 ・綿糸布

の政府による統一購入 ・統一販売が実施 され,「 以花紡紗 ・以紗織布」の実

物換算原則に基いて3000錘 以上の紡績工場 と織機30台 以上の織布工場の

すべては綿花綿糸布管理委員会に対 して責任を負 って代理紡績 ・代理紡織

することとされた7}。この全面統制はまさしく日中戦争時期の1943年8月

から45年11月 までの綿紡織業 に対する全面統制を復活したものである。

こうして企業は 自主的な営業権を奪われ,政 府経済部当局の下請け生産単

位 として位置づけ られていった。
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以上 の政 策的 動 向の なか で本稿 は第 一期 か ら第 三 期 まで の期 間

(1946-1947年)に おける中紡公司の経営活動を前述した視角 から検討す

る。 この期間は,政 府の統制政策が次第に強化 されていきつつも今だなお

紡織企業の独 自の経営が可能な時期であった。1948年 以後になると政府の

全面統制の開始によって紡織企業の独自の経営活動が基本的に不可能にな

る。1946年 から47年 にいたる企業活動を検討対象としたのはこうした事

情による。

II中 紡公 司の位置づけ 民営紡織企業の経営との比較

従来,「 官僚資本」 としての中紡公司の経営活動に関 してはその独占的,

特権的な性格が強調 されて きた。中紡公司の経営活動にかんす る数少ない

研究の一つである中罵太一氏の論稿 も,中 紡公司が 「官僚資本」 として民

間企業の活動 より優越 した特権的,独 占的性格を もつ ことを陳真編 『中国

近代工業史資料』などに依拠 しつつ主張 している8)。中罵論文は中紡公司の

そ うした性格をいくつかの経営の側面から根拠づけている。すなわち,①

原料調達の面では中紡公司は 「輸入依存政策」を とり,国 営 としての 「特

権的地位を利用 して米借款綿花,聯 総救済物資た る米綿を全て掌握,独 占

し」,安 価な 「輸入綿を独占的に利用」 したこと9),② 燃料については 「優

先的に電力供給を受け」「石炭も燃料統制委よりヤ ミ値の10分 の1で 優先

的に供給 された」こと1°),③生産性の面については,綿 糸生産では「全体の

それ より僅かに劣って」お り,戦 前の在華紡に比べ 「かな り低い」ものの,

綿布生産(織 機当 り年産量)で は一般の 「標準よ り優れていた」こと11),④

コス トの面では中紡公司は米綿を利用 した場合 の原料費は製品 コス トの

30%で あったのに対 して民営企業での原料燃料費の製品コス トに占める比

率は非常に高く,綿 糸で76%,綿 布で78%で あったこと(いずれ も1947年

の数字),こ うして中紡公司は「安価な米綿を独占」しえた ことによって「巨

大な利潤をあげた」こと12),⑤ 製品販売の面では中紡公司は「軍需工場 とし

一327一



ての性格」をもつ と同時に,「 国内民需に対する大 きな供給源」であった こ

と,ま た原綿 を輸入 し紡織製品を輸出する 「加工貿易的性格」をもち,「47

年輸 出に紡織関係品 目が27%で 首位を占めた状況の体制的基軸は中紡で

あった」 こと13)な どを指摘 している。

ここでは以上の議論を中紡公司のい くつかの経営活動の側面にそくして

再検討してみたい。第一に,原 料綿花 とくに外国綿花の調達 について。ま

ず中紡公司と有力な民営紡織企業(永 安,申 新)の 原綿構成を示 したのが

表1A・B・Cで あ る。 これによれば,1946年 では国内綿に対して外綿の

比重が圧倒的に大 きいこと(約8割 以上),外 綿のなかでは米綿が大 きな割

合い(約 半分前後)を 占めていることはいずれの企業で もほぼ共通 してい

る。1947年 になる と外綿の比重はかな り下が り(購 入量で も中紡公司と申

新企業は下がっている),国 綿の比重が急速 に増加している。以上の事情は

国綿収穫量が1945年 は約600万 市坦で南京国民政府成立以来の最低水準

に落込み,深 刻な国綿不足を招いたこと,そ の後46年 は約750万,47年 約

1100万 市坦 と急速に回復 していることに照応 していると考えられる14)。こ

こで注 目されるのは単に中紡公司だけでなく民営企業も同様に外綿に大き

く依存 している点である。つまり,民 営企業 もかな り外綿を購入調達する

ことがで きたことを示 している。

では,中 国に入 った外綿全体になかで中紡公司 と民営企業はいったいど

れ程の量を獲得 したのだろ うか。表2Aは1946年 度に中国に入 った綿花

の総量 と中紡公司の購入量を示 している。聯総綿花 とはアンラによって援

助物資 として供給 された綿花のことである。表によれば,外綿の総量690万

坦の うち中紡公司が購入獲得 した外綿232万 坦の割合いは約34%で ある。

言いかえれば民営の外綿購入分の割合いは約66%と なる。従 って,外 綿の

大部分は民営企業の手に入った と考えられる。表2Aは 輸入綿花 と聯総綿

花のそれぞれにおいて占める中紡公司の取得分の割合いを明示 していない

が,こ の点を示 したのが表2Bと 表2Cで ある。いずれも特定期間の統計

であって,年 度全体 の統計ではない点で制約はあるが,外 綿の各企業への
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表1A中 紡公司の綿花購入量

1946年 1947年

国綿(市担)

外綿(市担)

683,84822.7

2,325,88177.3

1,745,42844.6%

2,162,56953.4

計 3,009,729 3,907,997

(『紡 聯二 届年 会特 刊』150頁,『 中華年 鑑 』民 国37年,下 冊,1564頁)

中紡 公 司青 島公分 司

1946年 1947年

国綿(市担)

外綿(市担)

うち米綿

8,3562.3

354,91797.7

136,19936.6

340,07051.8

318,40948.2

168,07725.2

計 363,273 658,479

(『青島分公司三十六年度統計年報』5,7頁)

B永 安紡織公司の綿花購入量

1946年 1947年

国綿(市担)

外綿(市担)

うち米綿

3,1961.8

178,38298.2

87,75747.2

110,53831.6

239,37268.4

125,12335.8

計 185,578 349,910

(『永安紡織印染公司』306頁)

C申 新紡織公司の綿花購入量

1946年 1947年6月 分 1947年12月 分

国綿(担)

外綿(担)

うち米綿

60,45611.9%

445,95888.1%

243,69448.1%

18,52242.6

24,95157.4

13,48431.0

25,40155.4

20,42844.6%

9.93721.7

計 506,414 43,473 45,829

(『栄 家企業 史 料』 下冊, 562頁)
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配分状況を具体的に知 ることができる。表2Bは1947年1-3月 期に輸

入された綿花が同年2月 か ら実施された外国綿花の輸入割当て配給制度の

もとでどの ように配分されたかを示 している。 これによれば,当 該期の輸

入綿花の51%が 中紡公司に,47%が 民営の紡績工場にそれぞれ配分された

ことが分か る。中紡公司の占める比重は単独企業 としては他を圧している

が,紡 績企業全体 としてみると国営(中 紡公司)は 民営の企業に比べやや

多いものの,だ いたい半hの 配分状況であった ともいえよう。表2Cは 行

政院善後救済総署の もとで第6区(江 蘇 ・漸江 ・安徽の三省)の 機器綿紡

織工業同業公会所属企業に対するアソラ綿花の配給状況を示 したものであ

る。1947年 の第1回 目(3月)の 配給状況をみると,中 紡公司が全体の60%

を,民 営企業 が40%を それぞれ占めた。第2回 目(10月)の 配給状況では

中紡公司が全体の48%,民 営が52%を それぞれ占めている。この2回 の配

分状況をまとめ ると多少の出入 りはあるものの国営(中 紡公司)と 民営は

ほぼ半hに 近い比重 を占めていたと言って もよいだろ う。

ではこの外綿の配分状況を どのように評価すべ きであろうか。中紡公司

が外綿を独 占していた と言えるだろうか。中紡公司の全国紡錘数に占める

割合いは1946年 当時で36%で あった。紡織業の中心地である第6区 の紡

表2A外 綿の分配

1946年 度の外綿 輸 入量

商 品 輸 入563万 担 ①

聯 総 綿 花127万 担

計 690 ②

中 紡 公 司232

購 入 分

0

比 率33.6%

① 『紡織 工業 」C45頁

② 『中 国近代 工業 史資料 』第4輯,282頁

③ 『紡 建要 覧』112頁
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表2B1947年 第 一季 輸 入綿 花配 分(単 位:包)

中紡公司上海各工場

上海市民営38大型紡績工場

蘇漸院26大型紡績工場

江蘇省30小型紡績工場

蘇漸14小型紡績工場

那報翼蘇魯7大 型紡績工場

外商の恰和紗廠と論昌紗廠

118,042.2151.3%

49,282.2121.4

29,425.9712.8

5,148.972.2

3,261.201.4

21,729.889.5

3,104.871.4

47.4%

計 230,000.23100.0

(『紡 織 工 業 』C,46-47頁)

表2C行 政院善後救済総署のアンラ綿花配給

(第6区 機器綿紡織工業同業公会会員企業に対する)

第一回配給(1947年3月)単 位:包

上海市会員28大型紡績工場

うち中紡公司

永安公司

申新公司

第6区 蘇漸院23大型紡績工場

99,338.56

70,968.1060.6

10,105.808.6

6,224.465.3

17,690.4915.1

合 計 117,029.05

第 二回 配給(1947年10月)単 位:包

三千錘以上の紡績工場83廠

うち中紡公司

申新公司

永安公司

194,900.24

93,911.5548.2

24,848.1612.7

10,856.175.6

(『第六 区機器 綿紡 織 工業 同業公 会第 一 届 会務報 告』25-28頁)

錘数でみると中紡公司(上 海)の 占める比重は1946年 で42%[年 平均稼働

紡錘数比では38%]で あった15)。これか ら推定すれぽ,先 にみた1946年 の

中紡公司の外綿獲得比率34%は 中紡公司の紡錘 数比率にほぼ対応 してい

た といえる。 したがって この点に関 しては中紡公司が特権的立場を利用 し
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て外綿を独占した とはいえない。では表BとCは どうであろうか。1947年

2月 に出された 「外綿購入規則」は外綿の輸入割当て配給制を規定 したも

のだが,そ れによれぽ各紡績工場が獲得する外綿量は各工場の稼働紡錘数

が全国の稼働紡錘数 に占める比率に基づいて平均 に配分することが基本 と

され,こ れによる外綿配分額か らは各工場 のもともとの在庫量 と1946年

11月17日 以前に購入注文 したか,す でに輸入許可証を獲得 した注文量を

差引 くべきものとされた16)。第6区 における47年2-4月 期の平均紡錘稼

働率は中紡公司(上 海)で75%,民 営企業で83%で あり,こ れを基に計算

する と第6区 全体の稼働紡錘数 に占め る中紡公 司の稼働紡錘数比率 は

40%と なる。もしこれを基準にす ると,表2Bに みられる輸入綿花の中紡

公司への配分比51%お よび表2Cに み られ るアソラ綿花の中紡公司への

配分比(第1回 目)60%は やや過大であると思われる。特に後者は第6区

という同じ地区の数字だけに稼働紡錘比率 とのギャップが 目につ く。確か

に表2Bと2Cに み られる外綿の中紡公司への配分比はその稼働紡錘数

比率に比べて大 きく,そ こに中紡公司が民営に比べより 「優遇」 されてい

るとみ ることもできよう。 しかし,上 記の表を全体 としてみた場合,そ の

「優遇」の度合いは大 きくはなく,基 本的には(稼 働)紡 錘数比率に応 じ

て外綿の配分がなされたと言 ってよいであろう。それは決して中紡公司の

独占とはいえず,む しろ中紡公司の紡錘数を前提 とすれば比較的それに相

応 しているとい う意 味で純経済的には一応合理的な資源(外 綿)の 配分で

あった と言えるであろ う。

第二に,生 産力(生 産性)の 動向について。中紡公司全体の綿糸と綿花

の生産高の動向は表3Aの とお りである。他方,紡 織業の中心地である第

6区 の民営紡織企業 の綿糸 と綿花の生産高の動向は表3Bに 示 されてい

る。全国の生産高において中紡公司の占める比重は1946年 で綿糸が39%,

綿布が74%,1947年 で綿糸36%,綿 布70%で あったといわれ17),中紡公司

はかな り高い比重を占めていたといえる。第6区 の民営紡織企業全体の生

産高 も相当高 く,特 に綿糸生産では全国の半分以上を占め中紡公司を上
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回っていた。従って,中 紡公司 と第6区 民営紡織企業の生産動向の比較は

意味があろ う。1946年 の段階では,い ずれも生産の急速な伸びを示 してい

る。同年1月 から12月 までの月別生産の伸び率は中紡公司のばあい綿糸で

10.8倍,綿 布で9.1倍,民 営企業のばあい綿糸で1.7倍,綿 布で4.2倍 で

あ った。 この高い伸び率は戦時に最低水準まで落込んでいた生産が戦後回

表3A中 紡公司の生産動向

年 月 綿 糸 綿 布

46/1 4,933件 122,011疋

2 9,510 209,996

3 18,754 461,860

4 27,174 662,673

5 32,331 744,141

6 34,738 801,815

7 40,291 '.:.:

8 43,343 768,909

9 44,892 976,978

10 53,171 1,133,151

11 58,720 1,210,676

12 58,574 1,234,421

計 426,404 9,770,774

47/1 47,729 1,000,988

2 56,423 1,178,657

3 61,048 1,278,057

4 68,648 1,401,445

5 66,239 1,401,445

6 62,015 1,323,233

7 62,141 1,364,120

8 17,885 1,324,716

9 67,337 1,470,593

10 65,455 1,471,160

11 65,455 1,400,035

12 58,999 1,259,365

計 745,690 15,927,794

表3B第6区 民営企業の生産動向

年 月 綿 糸 綿 布

46/1 29,284件 85,389疋

2
... 90,721

3 29,065 138,765

4 44,102 222,253

5 54,180 277,345

6 54,837 333,975

7 62,638 330,148

8 66,204 344,930

9 66,492 359,126

10 76,500 418,171

11 80,114 302,525

12
..

446,047

計 680,7923 ,349,388

47/1 67,605 393,692

a 74,561 480,655

3 :1:1 559,572

4 81,852 594,832

5 83,943 606,891

6 79,585 659,428

7 79,146 572,061

8 78,456 566,449

9 85,104 625,236

10 89,640 662,520

11 89,200 609,687

12 89,015 689,833

計 978,687 7,020,827

(『紡 織 周 刊 』9巻22期,299-300頁)(『 紡 織 周 刊 』9巻22期,300頁)
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復 したためであり,特 に同年1月 に正式に成立 し生産を開始 したばか りの

中紡公司の伸び率 は極めて高い。しか し,1947年 になると生産の伸び率は

全体 として鈍化す る。特に1月 と6-8月 は一時的に生産が減少した。伸

び率の鈍化傾向は民営 より中紡公司のほ うが顕著である。すなわち,中 紡

公司のばあい,47年12月 の前年同月に対す る生産の伸 び率は綿糸で0.

7%,綿 布で2.0%で あったのに対して,民 営企業のばあいはそれぞれ9.

2%,54.6%で あった。 この数字は12月 の生産の特殊な事情に影響 される

ところもあるので,47年 の年生産量の対前年比増加率を見ておこう。すな

わち,中 紡公司は綿糸で74.8%,綿 布で67.0%,そ れに対 し民営企業はそ

れぞれ43.7%,109.6%の 伸びを示 した。綿布生産の伸びでは民営企業のほ

うがかなり高 く,綿 糸生産の伸びでは中紡公司のほ うが多少高いことが分

かる。ただし,綿 糸の生産量では46・47年 ともに中紡公司よりも第6区 民

営企業のほ うが依然多かった点(46年 で1.6倍,47年 で1.3倍)は 注目し

ておいてよい。

表3Cは 第6区 における民営企業 と中紡公司(上 海)の 機械稼働率の動

向を示 した ものである。これによれば,民 営 も中紡公司も稼働率を次第に

増大 させているが,と くに注 目されるのは紡錘では常 に民営のほ うが稼働

率を速 く回復 させ,高 い稼働率を示していることである。織機においても

民営のほ うが稼働率をより速 く回復 させてお り,中 紡公司に比べて低かっ

た稼働率を47年6月 以降逆転させている。従 って,戦 後,生 産を回復 させ

るための生産能力の利用度の点で民営企業は中紡公司よりも積極的な努力

を払 ったといえよう。 このことは,既 にみたように民営企業が制約はあ り

つつ も原料綿花を相応に調達 していたことを物語 ってお り,も し中紡公司

が外綿を独占していたならば上記の事態は不可能であったに違いないと思

われる。

次に,生 産性の動 向については全体を比較できる数字は未見であるが,

表4は 第6区 における中紡公司(上 海)と 民営企業の機械生産性 と労働生

産性(い ずれ も1946年)を 示 したものである。 これによれば,稼 働機械単
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位当 りの綿糸生産性は民営企業のほ うが中紡公司 よりもやや高いこと,同

様に綿布生産性は中紡公司のほ うが高いことが分かる。 この点は中罵論文

が指摘した通 りである。 このことは綿糸生産 に関する民営企業の経営努力

を示すものであろう。 もっとも,綿 糸の労働生産性(労 働者一人当 り生産

量)に ついては単位紡錘当 りの労働者数で中紡公司のほ うが民営企業 より

表3C第6区 機械稼働率の動向(単位:%)

年 月
紡 錘

中紡(上海)民営

織 機
中紡(上海)民営

46/1 42 31 19 36

2 45 24 23 32

3 54 41 28 51

4 61 57 34 63

5 66 66 44 70

6 70 64 43 69

7 72 68 44 60

8 74 68 46 63

9 77 67 49 62

10 82 75 51 7s

11 81 71 53 63

12 82 64 55 57

46年 度

平均 67 58 41 58

47/1 82 68 50 60

2 84 73 52 63

3 85 75 57 65

4 79 7g 59 67

5 84 7s 66 68

6 85 78 69 65

7 84 74 69 63

8 84 75 70 64

9 87 82 72 69

10 87 79 65 66

11 88 79 74 66

12 88 81 73 67

47年 度

平均 86 77 65 65

(『紡織 周刊 」9券22期,300頁)
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表4第6区 にお け る生産性 比較(1946年)

A年 生産量 B平 均稼働機械数 A/B機 械生産性 労働生産性

上海中紡公司

民 営 企 業

綿 糸258,620件

綿 布5,414,199疋

綿 糸680,789件

綿 布3,349,388疋

紡 錘514,671

織 機10,178

紡 錘1,201,723

織機6,734

0.502件/錘

532疋/機

0.566件/錘

497疋/機

24.87件/人

22.66件/人

(表3B・Cお よ び 『紡 織工 業」C57頁,128頁 よ り作 成)

合理化が進んでいたために(例 えば,1946年 の一万紡錘当りの労働者数は

中紡公司で202人,民 営企業で250人 であった18)),中 紡公司のほ うが民営

より少し高かった。

第三に製品販売について。表5は 中紡公司の製品販売情況(1947年)を

示 したものである。 これによれば①製品の圧倒的多数は民需用であった こ

と,② 軍需用は綿布 についてかな りの率に達 っていた ことが分かる。後者

に関 しては中紡公 司は成立以来,軍 需用綿糸布のほ とん どを供給 してい

た19}。従 って,中 紡公司が「軍需工場」としての性格をもっていた とい うの

はその通 りである。

表5中 紡公司の製品販売情況(1947年)

綿糸(件) % 綿布(疋) 0

軍 需

公務員教員配給

民 需

輸 出

8,442

506,147

12,621

1.6

96.0

2.4

3,504,346

102,414

12,377,029
..

28.3

0.s

73.4

5.2

合 計 527,210 100.0 16,867,257 100.0

(「中華 年 鑑 」民 国37年,下 冊,1565頁)

中紡公司の製品販売面にかん して民営企業 との比較的視点から以下の三

つの点について取 り上げてみたい。 まず国内販路について。既述のように

1946年9月 以後政府 は上海製綿糸の他市,特 に華南 ・漢 ロ ・華北 ・東北方
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面への輸送販売を厳 しく制限 し,翌 年6月 以後統制を緩和 した。他方,特

に華南方面への製品の販売は紡織企業に とっては高い利潤が期待 された

(華南方面へ販売された製品のかな りの部分は折からの法幣 レー トの安値

傾向に促されて広州経由で密輸出された といわれ る)の で,こ の販売統制

策には紡織企業側から不満が強かった。 この統制のなかで中紡公司は特権

的に有利な地位を享受したのであろうか。「栄家企業史料』によれば,政 府

の統制の結果,民 営の申新企業(上 海)が 他市に輸送販売で きた綿糸 と綿

布は年生産量のそれぞれ6%,4%に す ぎなかったが,中 紡公司の製品は

統制を受けず,国 内外の各地に自由に輸送販売で きた とい う2°)。中紡公司の

業務報告(1947年9月)に よれば,民 需用品は上海 ・青島 ・天津 ・東北の

工場所在地では中紡公司が販売するほか門市部を設けて直接需要に応え,

また綿糸布の主要市場である広州 ・汕頭 ・杭州 ・漢 口 ・重慶 ・西安などの

地で常に糸布を運んで販売した鋤。中紡公司が民営の各企業に比べて全国

的に広範な販売機構を備 えていた ことは確かに有利な点であった。しかも,

中紡公司は自家生産以外に接収された大量の 「敵産糸布」を政府の委託を

受けて代理販売で きたことも有利な点であった。

では,上 海産製品の地方への輸送販売の実態は どのよ うなものであった

のだろうか。表6は 第6区 における中紡公司(上 海)と 民営企業との華南

方面への輸送販売の実績を示 したものである。綿 糸,綿 布 ともに中紡公司

よりも民営のほ うが多 くの販売量を上げている(民 営の占める比重は綿糸

表6第6区 企業の華南への輸送販売量

年 月 民 営 中紡公司(上海)

46/10-12

47/1-12

綿 糸 綿 布

3,96739,728

20,641442,136

綿 糸 綿 布

2,00141,896

10,381281,364

楽 綿 糸は20番 手 の件 数に換 算

崇 綿 布は12ポ ソ ド布 の疋数 に換 算

(「第六 区機 器綿 紡織 工 業 同業公 会 第 一 届 会 務 報

告 」43-44頁)

-337一



で66%,綿 布で61%)。1946年10月 か ら47年12月 までの華南方面への輸

送販売量が当該期間のそれぞれの生産量に占め る割合いを見ると,中 紡公

司の場合,綿 糸で2.6%,綿 布で3.5%,民 営企業の場合はそれぞれ2.0%,

5.9%で あって,い ずれも極めて小さい。つま り,華 南方面への輸送販売量

はほぼ中紡公司と民営企業のそれぞれの生産量に相応 していて,あ まり差

がなかったといえる。綿布販売の場合にはむ しろ民営全体のほ うが優位で

さえあった。少な くとも華南方面への輸送販売に関 しては中紡公司も民営

企業 と同様な厳 しい統制を受けていたと思われる。その他の地域への輸送

販売の実態については今の ところ不明であるが,華 南方面の場合 とほぼ同

様であったのではなかろ うか。

次に綿製品の輸 出にかんして中紡公司はどのよ うな位置を占めたのであ

ろうか。中紡公司は設立当初から紡織製品の輸出を積極的に図ることを経

営原則の一つにしていた。「中紡公司経営大綱」は,中 紡公司が民営工場の

先駆 として特 に南洋方面を中心に輸出を開拓 し,国 際貿易の基礎を定める

べ きことを規定 していた22)。綿製品の輸出に占め る中紡公司の位置づけの

特徴は,1946年7月 か ら47年9月 までのあいだ政府の紡織品輸出禁止策

の もとで民営企業は紡織品の輸出が公式には不可能であったのに対 し中紡

公司は唯一輸 出を認められていたことである。輸出禁止策の理由は国内の

紡織品の需給逼迫 とそれに伴 うイソフレを緩和するためであったが,こ の

なかで輸出が例外的に公認されたことは中紡公司の特権的な地位を示すも

のである。1946年 の市況では国内ではインフレが進行 しつつあるとはい

え,綿 糸布は他の製 品よりコス トが低 く,か つ海外 とくに香港や東南アジ

ア地域での市価は国内価格よりもはるかに高かったので紡織品輸出は大 き

な利益 とな りうる客観条件があった。中紡公司の1946年 度活動報告のなか

で公司は全生産量の10%を 輸出にあて,東 南アジア市場を獲得すること,

そ うすれば国内の衣料供給に影響を及ぼさないばか りか,き たる一年間(47

年度)に7500万 ～1億 米 ドルの外貨を稼ぎ,貿 易の入超(赤 字)を 改善す

ることがで きるとの計画が示 された23)。しか しなが ら,中紡公司のこの計画
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は達成困難であった。中紡公司の輸出実績をみると,1947年 度の場合は先

の表5に 示 したとお りである。綿糸 と綿布の生産量に占める割合いはそれ

ぞれ2.4%,5.2%で 計画を大幅に下回ってお り,獲 得外貨 も2千 万米 ドル

に及ぼなかった。1947年8月 に作成 された政府の綿糸布輸出計画では中紡

公司が政府の委託を受けて積極的に輸出を伸ばす よう責任を負い,き たる

一年間に公司は生産量の20%(綿 糸13万 包,綿 布1080万 疋)を 輸出にあ

て,外 貨1億2千 万米 ドルを獲得することが規定 された2t)。しかし,1947年

か ら48年8月 までの中紡公司の輸出実績 は綿 糸51036件,綿 布194万

6689疋 で,獲 得外貨は3791万 米 ドルであ り,計 画を大幅に下回った25)。一

連の計画不達成の主な理由は国内のインフレの激化のため製品 コス トが極

めて高 くなったためである。中紡公司の業務報告(47年9月)に よれば,

それまでの輸出は毎回欠損をだし,輸 出の赤字額は極めて大きいことが公

にされた26⊃。そのため1947年 夏以降,中 紡公司は中央銀行の代理で輸出す

る制度がとられた。すなわち,中 央銀行は中紡公司の生産量の10%(の ち

20%)を 国内価格で買取 り,そ れを中紡公司に委託 して輸出させ,そ の赤

字部分は中央銀行が補墳 し,中 紡公司が獲得 した外貨は中央銀行が買上げ

ることとなった27)。この規定 自体は中紡公司に とって有利なものであり,民

営に比べて中紡公司の特権的地位を示 している。しかし,こ の事態は1947

年以降の国内の超 インフレの中で正常な輸出が もはや企業経営に とって大

きな負担であり,政 府の援助によって ようや く維持できるものであったこ

とも示している。1947年 に政府は紡織製品の輸 出に力を入れはじめ,輸 出

品の中で紡織製品は27%で 第1位 を占めるに至 った(46年 は11%で 第3

位)28)。 こうした貿易体制の 「体制的基軸は中紡であった」ことは事実だと

しても,そ の体制 は既述のようにきわめて不安定で脆弱な性格を備えてい

た点に注 目すべ きであろ う。

第4に 財務 コス トの面について。表7は 上海 の中紡公司と民営企業にお

ける綿糸1件 当 りの生産 コス トを比較 したものである。いずれの番手にお

いて も中紡公司のほうが低 コス トであ り,民 営 の生産費との差は高番手に
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な るほ ど大 き くな っ て い る。 す なわ ち,民 営 企 業 の コス トを100と し た場

合,中 紡 公 司 の 賃 金 コス トは20番 手 で90,32番 手 で83,40番 手 で77で,

製 造 コ ス トは そ れ ぞ れ58,66,45,業 務 コ ス トは そ れ ぞ れ92,83,74で あ っ

た。中紡 公 司46年 度 活 動 報 告 は 中紡 の 綿 糸 製 造 コ ス トは民 営 各 工 場 に 比 べ

20%以 上 低 く,国 内 で は 最 低 の コス トで あ った と し て い る。 綿 糸1件 当 り

の コ ス ト生 産 性 は 中 紡 公 司 の ほ うが 高 か った とい え る。 で は,原 綿 コ ス ト

に 関 して は ど うで あ ろ うか 。戦 後 の1946～47年 の 特 徴 は戦 前 に比 べ て 安 価

な 外 綿 に依 存 し た た め 原 綿 コ ス トが か な り安 くな った こ とで あ り,従 って,

製 品 総 コ ス ト(20番 手 綿 糸1件 当 りの)に 占め る 原 綿 コス ト比 率 も大 幅 に

低 下 した 。戦 前 の 原 綿 コ ス ト比 率 は 一 般 に70～80%で あ っ た の にた い し て

46～47年 の そ れ は 一 般 に30～50%台 で あ った。中 紡 公 司 の 場 合,原 綿 コ ス

ト比 率 の 具 体 的 な 動 向 は 不 明 で あ る が,米 綿 を 使 用 した 場 合 の 比 率 は 約

30%で あ った とい わ れ る29)。民 営 最 大 手 の 申新 企 業(5工 場)の 場 合,46年

で32,36,40,40,44%で あ った3°》。既 に み た よ うに安 価 な 外 綿 の調 達 に

お い て は 中紡 公 司 と 民 営 企 業(特 に 第6区 の)と の 間 に は一 方 の 独 占 で は

表7綿 糸1件 当 りの コス ト比較1946年(単 位:元)

中紡公司(上海) % 民営紡績工場 %

20番 手 工 賃 160,309 37.7 178,123 30.4

製造費用 192,668 45.3 330.356 56.3

業務費用 71,629 17.0 77,sii 13.3

計 424,606 586,090

32番 手 工 賃 244,880 33.7 294,457 29.9

製造費用 367,367 50.5 553,000 56.1

業務費用 114.606 15.8 137,976 14.0

計 726,845 985,433

40番 手 工 賃 297,659 35.4 388,199 26.4

製造費用 398,998 47.5 ::・III 60.4

業務費用 143,258 17.1 194,030 13.2

計 839,915 1,471,229

(『紡織 工 業 」L,28頁)
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なく,ほ ぼ(稼 働)紡 錘数に応 じた比例配分の関係が成立 してお り,各 企

業 とも大部分外綿に依存していたので,外 綿(米 綿)の コス ト自体は大き

な相違がなかったのではなかろ うか。いずれにせ よ,こ の点の詳 しい検討

は今後の課題 としたい。

以上,中 紡公司の経営動向を民営企業 と比較 しつつみて きた。検討対象

はまだ限 られていることを留保 した うえで,一 応つぎのよ うに言 うことが

できよう。中紡公司は比較的に優越 した規模 と地位を占めた とはいえ,従

来強調 されて きた程に独占的,優 越的では必ず しもなかった と考えられる。

それは例えば,外 綿の調達,生 産性,国 内の輸送販売(華 南)な どの点で

民営企業が中紡公司 と決 してひけを とらない積極的な経営を行 っているこ

とにみられる。 この ことは経営の成果 としての利潤率の点か らも支持 され

る。1946年 の中紡公司の利潤率(m/C+V)は60%前 後 と推定 されている

が,民 営の大手の申新企業(5工 場)と 永安公司はそれぞれ83%,約60%

であった31)。1946年 頃の時期は歴史的には綿紡織業の空前の大好況期であ

り,上 海の紡織企業の利潤率(綿 糸1件 当 りの コス ト利潤率)は 一般に

100%前 後であった32》。多 くの利潤をあげたのはなにも中紡公司に限ったこ

とではなく,多 くの民営企業でも同様であったのである。今後の課題とし

て中紡公司の経営動向を民営企業の経営動向 との比較の うえで相対的に位

置づけてい く必要があろ う。

m中 紡公司と政府当局との関係

従来の中紡公司論では国営の中紡公司を国家(政 府)と 一体視する傾向

が強 く,両 者の利害の一体性や不可分性が一面的に強調 されたために,両

者の間の利害の相違や矛盾・摩擦の面は視野の外 に置かれていた といえる。

ここでは後者の面に注 目しつつ両者の関係を少 し検討 してみ よう。

第一に,中 紡公司は当初,董 事会を最高決定機関とす る独立した純商業

会社 として位置づけられていたが,他 方でその董事会は経済部が任命する

一341一



者によって構成され ることにみ られるよ うに政府経済部の統制監督のもと

に置かれた33)。この「独立的な純商業会社」としての位置づけは実質化 され

ないままに,経 済部の統制が強化 されるにつれて経営活動に対する制約が

多くな り,そ の性格は 「政府機関」化した。つま り経済部からの行政命令

の請負い機関化 して独 自の機動的な経営が困難になった こと,そ して民間

の紡織企業 に対する政府の統制強化の過程において中紡公司は政府の出先

機関としての役割 をおわされていったのである。この点は1947年5月 に中

紡公司の総経理である束士方が自らの辞職理 由の一つとして強 く批判 した

点であった34)。

第二に,中 紡公司は国営企業 として政府からいろいろな便宜を与えられ

多額の利潤 をあげた点では政府 と利益を共有する面があったが,他 方で中

紡公司は政府からの さまざまな形で富を吸い上げ られた り,富 の創出を制

約 された りした面もあったことである。中紡公司にとっての富の流出ある

いは喪失は例えば,① 政府への利潤上納,② 政府の軍需品に対する未払い,

③協議価格 による配給販売制,④ 法定利潤制度などの形を とおして見 られ

た。

まず政府への利潤上納について。中紡公司の1946年 の純益(減 価償却準

備516億 元 は別)は5776億 元で財政部への利潤上納額は800億 元に達 し

た35)。1947年 では純益は5930億 元で利潤上納額は約4000億 元であった と

いう36)。47年の純益額は過少ではないかとの疑問もあるが,一 応 これを前

提 とすれば,上 納額 の純益に占める割合いは46年 で14%,47年 で67%で

ある。政府への利潤上納は政府の投資に対す る配当とい う一面があるにし

ても,47年 の場合は純益の大部分を支払ったことになる。47年 の上納額が

政府にとって もつ財政的意味は大 きかった と思われる。例えば1947年 度の

政府予算における公共事業収入は7941億 元(歳 入全体の8%)で,そ の内

訳は経済部所管の中紡公司の利潤が4100億,財 政部所管の四行一局の利潤

が1505億,資 源委員会所管企業の利潤300億,交 通部所管の交通機関の利

潤1870億,そ の他の事業利潤165億 であった37)。つ まり,中 紡公司の上納
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利潤は公共事業収入全体の52%を 占めてお り,こ の ことは政府にとって中

紡公司が公営企業の事業収入の中で最も重要 な収入源 とみ られていた こと

を示 している。事実,46年 度の政府財政決算報告によれぽ,1946年 の各種

国営企業のなかで資源委員会所管の数十の企業単位(中 国石油公司を含む)

の大多数および中国蚕糸公司は赤字で,利 益があ ったのは中紡公司と台湾

製糖公司の二企業のみであった38)。

次に,軍 需品納入の未払 い問題について。既述のように中紡公司は軍需

製品のほ とんどを政府国防部に納入していたが,納 入実績は46年 で軍用綿

布33万 疋,47年 で軍用綿布350万 疋,軍 用綿糸8440件,綿 花17万 担で

あった39》。 これの支払いは国防部 と財政部の委託 をうけて中央銀行が担当

したが,47年7月 の時点でその支払いの延滞残高は5千 億元に達した4°》。

さらに49年 の解放前夜には中央銀行の未払い残高は2万 億金円に達 した。

また遅れた支払いの際は超インフレのためにすでに実質減額 しており,こ

れによる二年間(46-47年)の 損失額は綿花80万 担分に達 した といわれ

る41》。 これは中紡公司の1947年 の綿花購入量の20%に 相当 した。

次に,協 議価格による配給販売も中紡公司にとって少なからず負担 とな

り,利 潤を制約する要素 となった。綿糸の配給販 売は1946年 の8月 末から

47年1月 初までと,47年 の6月 から12月 までの時期 に一定の量に限って

実施 された。最初は上海地区の中紡公司と36民 営企業が連合 して毎月綿糸

3万 件を認可 されたユーザー(複 製工場)に 議価 によって配給するもので,

供出綿糸の分担は中紡公司1万 件,民 営企業2万 件 とされた42)。1946年 の

場合,4期 にわけて綿糸を計81795件 配給販売 した43)。綿布の配給販売も

46年10月 か ら上海で開始 された。47年6月 か らの綿糸配給販売では毎月

中紡公司 と民営企業が各1万 件の綿糸を支出し連合して販売することが指

令 された44}。この制度 の最大の問題点は配給価格 と市価 とのギャップに

あった。以下 この点につき少しみてみたい。

配給価格は上海の関連機関 ・団体の代表7人 からなる綿糸布価格審議会

(46年10月 成立)が2週 ごとに会を開いて協議決定 した。それは製品の コ
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ス トと上海の市況 を参照して合理的に決めるとされたが,配 給販売の本来

の目的の一つがインフレの抑止にあったために配給価格は市価よ りやや低

めに設定 された。 その実際は表8A・Bに 示す とお りである。表8Aに は

1947年1月 から実施 された,外 綿で生産 された綿糸布の半分にたいする政

府の収購価格の動 向も一部示 している。市価 を下回る配給価格は企業か ら

すれぽ犠牲を意味 した。46年10月 に6区 機器綿紡織同業公会は綿糸1包

の配給価格は市価 に比べて平均して数十元から100元 の犠牲で,こ の状態

が「長 く続 くと実際 負担 に耐えられない」ことを訴えた45)。配給価格による

犠牲は民営企業だけではなく,中 紡公司 も同様であった。表8Bは 中紡公

司の20番 手綿糸1件 当 り販売価格 と市場価格(い ずれ も月末時点)を 比較

した ものである。中紡公司はすでに1946年 初か ら単独で綿糸の配給販売を

始めていた。46年 で中紡公司の綿糸布の販売価格は市価よりも一般に5%

前後低 く,時 には10%～20%以 上低 く抑えていた48)。この低価の販売価格

が常時すべての製品において実施されたわけでは必ず しもないが,中 紡公

司が配給販売によって被 った損失は1947年9月 までに1千 余億元に達 し

たと報告 されている47)。これはすでに見たように46年 次の中紡公司の純益

の約五分の一,政 府への上納額800億 元を上回る大 きな規模であった。中

紡公司は国営企業 として政府の政策 とより直結 していただけに配給販売で

は紡織企業の先頭にたち,か えって犠牲を受けやすかった面があったので

はなかろうか。

第三に,中 紡公司の職員待遇の問題である。中紡公司は高い利潤をあげ

ていたにもかかわ らず,そ の職員の待遇は国営事業単位のなかでは最 も低

く,民営企業 と比べる と一層のこと低かった48》。例えば,中 紡公司のすべて

の職員の待遇は民営紡織企業のわずか五分の一の水準であったといわれる

[これはおそ らく手 当の水準であろう]。このために技術 の優れた技師は

次hに 待遇のよい民営企業に移 っていった49)。中紡公司はもともと比較的

優れた民間の紡織技術者を工場管理者 として採用 していたが,こ の待遇の

悪さからくる技術職員 の流出は中紡公司の経営その ものに大きな問題 と

一344一



大戦後 の中国綿紡織業 と中紡公司

なった。これは47年2月 の 「経済緊急措置法案」に よって上海など指定地

域の職員労働者の賃金が物価 とともに47年1月 の水準に凍結 されたこと

によって一層深刻化 した。元からの低い賃金に加えて超インフレによる実

質賃金の急速な目減 りが進んだか らである。 この事態 に対 して47年5月,

総経理の束士方は じめ上海中紡公司のすべての工場長が経済部長兼中紡公

司董事長の王雲伍に対して待遇の改善を請求した5°)。その後7月 にも再び

中紡公司の各工場長は政府経済部に対 し待遇の改善を請求した。それに対

して経済部当局は職員労働者の低い賃金はもはや割引かず生活指数(消 費

物価指数)に 照 らして改めて計算 し,か つその他の手当も削減 させないこ

とをよ うや く認めるに至 った51)。

以上,中 紡公司と政府 との関係を主に摩擦 ・矛盾の側面に光をあててみ

た。要するに,中 紡公司と政府 とは利害の一致 した一体的関係にあったと

表8A20番 手綿糸1件 の配給価格の動向(単 位:万 元)

月 日
配給
価格 月 市価 月 日

配給
価格 月 市価

s

46年 8/30 140 8 144 47年 8/14 970 8 1,072

9/2 138 8/25 1,020

9/4 132 8/28 1,150

9/6-18 130 9 164 9/1 1,120

9/20 135 9/10 1,140

9/23 145 9/15 1,250 9 1,365

9/25 155 10 228 9/24 1,450

10/18 10/3 1,520

10/25 175 11 231 10/24 1,800 10 2,083

12/14 12 241 10/31 1,985

綿糸収購価格 市価 11/10 2,100 11 2,865

47年 1月 197 240 11/21 2,550

3 250 392 11/28 2,811

4 340 538 12/26 2,952 12 3,241

5 450 685

(「第六 区機器 綿紡 織工 業 同業 第一 届会務 報告 』8-10頁,「 中 国綿 紡統 計 史

料」126-127頁 よ り作成)
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表8B中 紡公司の綿糸販売価格と市場価格(単位:万元)

年 月 市場価格 販売価格 価 格 差 割引率(%)

46年1月

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

47年1月

2

3

4

5

6

64.8

93.7

98.7

92.5

110.2

116.9

116.3

121.2

153.7

216.3

220.5

221.2

213.7

323.4

333.5

508.0

659.2

840.1

59.9-4.1

81.9-4.4

93.0-3.3

90.0-3.9

107.7-2.9

112.7-4.2

113.4-3.0

113.4-9.3

127.0-26.6

161.5-56.3

175.0-45.0

175.5-47.6

206.2-8.8

315.5-12.0

318.7-14.4

365.0-138

509.1-147

567.1-281

3

7

3

2

6

6

6

7

3

0

2

5

1

7

3

1

3

8

6

4

3

4

2

3

2

7

7

6

2

1

4

3

4

7

2

4

1
1

り
白

り
白

り
白

2

り
白

3

(紡建要 覧編 輯委 員会 編 『紡建 要覧 」,1948年,157頁)

い う単純な関係ではなくて,両 者のあいだには少なからず矛盾 した要素が

あった ことにも注目す る必要がある。47年5月 に中紡公司代表が経済部長

に提出 した三つの要求はまさに公司と政府当局 との間のこうした矛盾 した

要素のあ りようを集約的に反映 していた といえる。すなわち三つの要求 と

は①公司の利潤は公 司の拡大再生産に投資す ること,② 公司は経営の商業

化を図ること,③ 職員の待遇を良 くすること,で あった52)。中紡公司が独立

した商業組織 として出発しながら政府機関化=「 官僚資本」化 していった

過程を理解するには上記の摩擦 ・矛盾の側面を含めた検討が不可欠であろ

うと思われる。
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TheChinaTextileIndustriesInc.,andcottontextile

industryinChinaafterWorldWarII

ShinichiKAWAI

TheChinaTextileIndustriesInc.,formedin1946,wasthebiggesttextile

companyrunbythecentralgovernmentinmodernChina.InChinese

studiesthecompanyhasbeenregardedasoneofthemosttypicalexamples

ofwhattheycall"bureaucraticcapitals",whichwasnotonlymonopolistic

andprivilegedorganizationbutalsoheavilyrepressedbusinessactivitesof

privatefirms(whattheycall"nationalbourgeoisie")inChina.

This"bureaucraticcapitals"theorystronglyemphasizedhostiledichot-

omybetween"bureaucraticcapitals"andprivatebusinesscircles("national

bourgeoisie")buttotallyneglectedthecommoninterestsandtasksthetwo

partiessharedandthecooperativesideofrelationstheydeveloped.

Thispaperaimstocriticallyreconsiderthestatusofthe"bureaucratic

capital"firmwithintheworldofcottontextileindustriesintermsof

comparativeanalysisofmanagement.First,relationshipbetweenthe

"bureaucraticcapital"firmandprivatecottonmillsisanalyzedbycompar -

ingmanagerialactivitiesofthetwoparties.Second,paperreconsidersthe

relationsofthe"bureaucraticcapital"firmwiththecentralgovernment

autoritiesandshowsthatthetwodidnotalwayssharetotallyidentical

interestsbutactuallyformedsomeseriousconflictingrelations.

Intentativeconclusion,thepaperarguesthatstatusofthethe"bureau-

craticcapital"firmcouldbemorefairyunderstoodinviewofmorerelative

andmulti-dimentionalwayofanalysisinsteadofthehostiledichotomy.
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